
◎水防法及び土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推

進に関する法律の一部を改正する法律 
（平成一七年五月二日法律第三七号）   

一、提案理由（平成一七年四月六日・衆議院国土交通委員会） 

○北側国務大臣 ただいま議題となりました水防法及び土砂災害警戒区域等における土

砂災害防止対策の推進に関する法律の一部を改正する法律案の提案理由につきまして御

説明申し上げます。 

 近年、梅雨期の集中豪雨やたび重なる台風の上陸により、全国各地で激甚な水災及び

土砂災害が数多く発生しており、こうした一連の災害による深刻な被害の状況を踏まえ、

地域の水災及び土砂災害の防止力の向上を図っていくことが緊急の課題となっておりま

す。 

 この法律案は、このような近年の水災及び土砂災害の状況を踏まえ、これらの災害に

よる被害を防止し、または軽減するため、局所的な集中豪雨の影響を受けやすい中小河

川などの水災対策や、土砂災害対策を推進しようとするものです。 

 次に、この法律案の概要について御説明申し上げます。 

 第一に、国土交通大臣または都道府県知事が、その指定する河川の水位情報を関係者

に通知し、及び一般に周知することとするとともに、当該河川について新たに浸水想定

区域を指定することとしております。 

 第二に、市町村防災会議は、浸水想定区域または土砂災害警戒区域内に主として高齢

者等の特に防災上の配慮を要する者が利用する施設がある場合には、市町村地域防災計

画において、洪水予報等または土砂災害に関する情報の伝達方法を定めることとしてお

ります。 

 第三に、地域の水災防止体制の確保を図るため、水防活動への協力等の業務を行う水

防協力団体の制度及び非常勤の水防団員に係る退職報償金の支給規定を創設することと

しております。 

 その他、これらに関連いたしまして、所要の規定の整備を行うこととしております。 

 以上が、この法律案を提案する理由でございます。 

 この法律案が速やかに成立いたしますよう、御審議をよろしくお願い申し上げます。 

二、衆議院国土交通委員長報告（平成一七年四月一四日） 

○橘康太郎君 ただいま議題となりました法律案につきまして、国土交通委員会におけ

る審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、全国各地で激甚な水災及び土砂災害が数多く発生し、深刻な被害をもたらし

ている近年の状況を踏まえ、地域の水災及び土砂災害の防止力の向上を図るため、所要

の措置を講じようとするもので、その主な内容は、 

 第一に、国土交通大臣または都道府県知事が、その指定する河川の水位情報を関係者

に通知し、一般に周知することとするとともに、当該河川について新たに浸水想定区域



を指定すること、 

 第二に、市町村防災会議は、浸水想定区域または土砂災害警戒区域内に主として高齢

者等の特に防災上の配慮を要する者が利用する施設がある場合には、市町村地域防災計

画において、洪水予報等または土砂災害に関する情報の伝達方法を定めること、 

 第三に、水防活動への協力等の業務を行う水防協力団体の制度を創設すること 

などであります。 

 本案は、去る四月五日本委員会に付託され、翌六日北側国土交通大臣から提案理由の

説明を聴取し、四月八日質疑を行い、質疑終了後、採決の結果、本案は全会一致をもっ

て原案のとおり可決すべきものと議決した次第であります。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一七年四月八日） 

 政府は、本法の施行に当たっては、次の諸点に留意し、その運用について遺憾なきを

期すべきである。 

一 豪雨災害対策における堤防、護岸等の施設整備を着実に進めるため、治水事業費の

重点配分及び効率的な執行に努めること。 

二 洪水時における水災防止体制を充実・強化するため、一層の水防団員の確保及び水

防団と水防協力団体との連携強化に向けた取組を進めること。 

三 国の機関が行う洪水予報は、都道府県知事への通知と併せて、関係する地域住民に

も同時に周知できるよう、報道機関、インターネット、携帯端末等の伝達手段を積極

的に活用し、地域住民の円滑かつ迅速な避難に資するものとすること。 

四 都道府県知事が指定した水位情報の通知等を行う河川について、地域住民の円滑か

つ迅速な避難等被害の防止に資する浸水想定区域の指定が早急に進められるよう、各

般の支援措置を講ずること。 

五 高齢者、障害者、乳幼児等の特に防災上の配慮を要する者について、洪水時等にお

ける円滑かつ迅速な避難の確保を図るため、洪水予報等の情報の確実な伝達、避難誘

導等の措置に万全を期すこと。 

六 浸水想定区域内の市町村における洪水ハザードマップ及び土砂災害ハザードマップ

の作成・公表の促進及び関係市町村における当該ハザードマップの周知徹底が図られ

るよう、積極的な助言・支援等に努めること。 

七 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の指定が積極的に進められるよう、土

砂災害防止対策に関する国民の理解を深めるために必要な措置を講ずるとともに、関

係都道府県における基礎調査等に関する支援等に努めること。 

三、参議院国土交通委員長報告（平成一七年四月二二日） 

○田名部匡省君 ただいま議題となりました法律案につきまして、国土交通委員会にお

ける審査の経過と結果を御報告申し上げます。 



 本法律案は、水災及び土砂災害による被害を防止し、又は軽減するため、国土交通大

臣又は都道府県知事がその指定する河川の水位情報の通知及び周知を行い、当該河川に

ついて新たに浸水想定区域を指定することとするほか、土砂災害警戒区域も含め、その

警戒避難体制を整備する等の措置を講じようとするものであります。 

 委員会におきましては、最近の豪雨災害の実態とその対策、本法改正による水災防止

の効果、ハザードマップの早期作成及び周知徹底、土砂災害警戒区域の指定の促進等に

ついて質疑を行いましたが、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局し、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきもの

と決定いたしました。 

 なお、本法律案に対し附帯決議が付されております。 

 以上、御報告を申し上げます。 

○附帯決議（平成一七年四月二一日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講じ、その運用に遺憾

なきを期すべきである。 

一、災害の発生が懸念される中小河川等における堤防、護岸等要対策箇所の整備が適切

かつ早急に進められるよう、地方公共団体への支援の充実に努めること。 

二、洪水時における水災防止体制を充実・強化するため、一層の水防団員の確保及び水

防団と水防協力団体との連携強化に向けた取組を進めること。また、水防団員の処遇

も含め水防活動の充実方策について検討すること。 

三、洪水及び土砂災害の被害の軽減に資するため、地域特性に応じたハザードマップの

作成及びその周知徹底が図られるよう、関係地方公共団体への積極的な助言・支援等

に努めること。なお、高齢者、障害者、乳幼児等の特に防災上の配慮を要する者につ

いて、円滑かつ迅速な避難の確保を図るため、情報の確実な伝達、避難誘導等の措置

に万全を期すこと。 

四、土砂災害防止対策について、住民の理解を深める一方、都道府県の基礎調査に対す

る支援等に努め、土砂災害警戒区域及び同特別警戒区域の指定を促進するとともに、

その後の総合的な対策が速やかに実施されるよう努めること。 

  右決議する。 


